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研究成果の概要（和文）： 
 アジアに共通のソフトローとして、PACL（Principles of Asian Contract Law）を構築すべ

く、研究活動を行った。この活動には、アジアのメンバーも含まれるため幾多の障害が遭遇し

たが、そうした共通の経験を積むことができたことを第一の成果として誇りたい。具体的成果

としては、契約総論の部分につき、PACL の条文の形で成案を得ることができた。これは、アジ

ア初の試みであり、今後の研究の出発点となる成果として誇ることができよう。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 PACL, the Principles of Asian Contract Law, is the first challenge in Asia to elaborate 
legal rules in the form of soft law, applicable to Asian people by way of “opt-in”. 
Book on the General Principles of Contract has been discussed and adopted. Many Asian 
scholars have been involved in this research project, thus having created certain tensions 
in many ways, but such difficulty is to be considered as a rich experience, common to 
the participating members who would work further for this project in the future. 
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１．研究開始当初の背景 
 グローバル化に伴う国境を越えた財貨や
労働力の流通の活発化の結果、アジアにおい
ても市場の単位は必ずしも国の単位と一致
しなくなってきた。例えば、中国産餃子事件
が記憶に新しいが、取引が日常的に国境を越
え、人々の生活がアジア化しつつある現代に

おいては、取引法についても、アジア化、ア
ジアレベルでの統一が課題となる。 
 ところが、従来、アジア各国の間において
は、比較法の試みこそあれ、統一に向けたモ
デル法を策定しようという試みは全く見ら
れなかった。 
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２．研究の目的 
 本研究は、グローバル化する現代世界にお
いて、日本が属するアジアにおいても、財貨
や労働力の国境を越えた流通の活発化によ
って市場の単位と国の単位とが必ずしも一
致しなくなってきている現状を踏まえ、アジ
ア圏域内における「共通の参照コード」とし
て、取引の基本的な法的枠組みを提示するモ
デル法（ソフトローの一種）たる PACL
（Principles of Asian Civil/ Commercial 
Law）の構築を目指す先駆的な試みである。 
 
 
３．研究の方法 
 アジアに共通の私法原理（PACL）を発見・
創造するため、アジア諸国のメンバーからな
る「PACL フォーラム」と「国内委員会」の二
本立てで作業を進めた。そのため、(1)「ASEAN
＋３」の枠組みを基本に、PACL への参加国・
参加研究者を選定・交渉し、フォーラムの人
的・機関的ネットワークを構築した上で、(2)
法体系の異なる国の混在するアジアにおい
て、大陸法とコモン・ローという伝統的な区
別を克服すべく、法典論の見地からの理論的
な解明を試み、(3)法圏・法律学の熟度、そ
して歴史的・社会的・文化的面についても多
様性のあるアジアにおいて参加者の対等な
議論を実現し、(4)個別問題に即した機能的
比較法の方法によって各国法に固有の特色
を抽出し、(5)その過程を経たうえで PACL を
策定することを目指した。 
 
 
４．研究成果 
 参加メンバー国としては、中国・台湾・韓
国に加え、ASEAN 諸国からは、シンガポール、
タイ、ベトナム、ミャンマー、カンボジア、
ネパールからの参加を得た。その結果、契約
総論に関する部分の条文が採択された。その
部分は、(1)契約の一般原則、(2)契約の成立、
(3)契約の解釈、(4)契約の有効性、(5)契約
の履行、(6)契約の不履行を含んでいる。 
 (1)～(3)については、日本が起草を担当し、
(4)については中国、(5)については韓国がそ
れぞれ起草を担当した。それを下に、PACL フ
ォーラムでの議論および多数決の結果、PACL
の契約総論に関する条文が採択された。 
 この契約総論部分の採択を受けて、2012 年
６月には、京都大学で開催された比較法学会
において、中国・韓国からも登壇者を招いて、
「PACL という試み」と題するシンポジウムを
開催した。 
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